
児童虐待の防止等に関する政策評価の取りまとめの方向性の概要（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

Ⅰ 施策の概要 
事務事業の内容、（関係府省）＜実施主体＞【目標】  

【全体評価】 
児童虐待防止法が制定・施行された平成12年以降、児童虐待の発生予防、早期発見、早期対応から保護・支援及び関係機関の連携に係る制度・仕組みが順次整備され、当省の実地調査

及び意識調査結果においても、有効であると認められる取組が多く実施されていることから、一定の効果あり。 
しかし、児童虐待相談対応件数は増加傾向、児童相談所の相談対応体制はいまだ不十分等から一層の推進を図る必要あり。特に、本政策評価において見い出された課題への対応が必要 

Ⅲ 評価の結果及び課題 

○ 乳児家庭全戸訪問事業や養育支援訪問事業を開始した市町村の
中では事業開始後に児童虐待相談対応件数が減少しているものが
多い 

○ 意識調査でも、乳児家庭全戸訪問事業については児童福祉司の
97.7％が、養育支援訪問事業については児童福祉司の 70.3％が有効
であり今後も取り組むべきであると回答 

○ これらの事業をいまだ実施していない市町村や、乳児家庭全戸訪
問事業については実施していても訪問率が低調な市町村あり 

○ 要対協及びその前身のネットワークの設置率は、法改正前の平成
19 年４月の 84.1％から 22 年４月には 98.7％と増加 

○ 各種会議の開催状況をみると、児童虐待が発生しているにもかか
わらず、個別ケース検討会議や実務者会議が１度も開催されていな
いものあり。意識調査でも、児童福祉司の 38.9％は、要対協の各種
会議の開催が低調で効果的に機能していないと回答 

○ 保育所及び学校からの通告による児童虐待相談対応件数は増加
しており、保育所では 88.0％、小・中学校では 81.3％の事例につ
いて、速やかな通告がなされていると思われるものであったが、残
りの事例については速やかに児童相談所等へ通告していない 

○ 意識調査では、小・中学校担当者の 80.5％がＳＣの配置は有効と
しつつも、うち 66.7％は配置不十分と回答 

○ 研修教材を活用していない教委があり、意識調査でも小・中学校
担当者の 41.0％は研修教材を知らないと回答。文科省の調査結果で
も、教委による研修教材の活用が低調 
※ 文科省は、平成 23年３月に都道府県教委に対し研修教材の活用を図るよう通知

○ 医療機関に院内チームを設置することは、児童虐待の早期発見に
有効と考えられるが、その推進等は未実施 

○ リーフレット等に通告者の個人情報が守られる旨の記載がない
など、都道府県等が行っている広報・啓発については、一部におい
て内容が不十分な例あり 

○ 児童虐待相談対応件数が増加する中で、児童福祉司及び市町村
担当者も増加しており、受持件数は横ばい(児童福祉司)又は若
干減少(市町村担当者)しているものの、意識調査では現場の負
担感は解消されるには至っていない 

○ 都道府県等では、主に市町村担当者への研修を実施し、児童福
祉司への研修の実施は低調。意識調査では、児童福祉司及び市
町村担当者は研修機会が少ないことに不満 

○ 経験年数３年以上の児童福祉司は、受持事例において状況を悪
化させた割合が低く、意識調査でも、児童福祉司の 41.6％、市
町村担当者の 49.6％が児童虐待に的確に対応するには「３年以
上」の経験が必要としているが、平成 21 年度、児童福祉司の
56.7％、市町村担当者の 64.7％が「３年未満」 

○ 個別具体のケース対応についての児相との役割分担に関し「取
り決めはない」市町村が 71.6％。また、役割分担が明確でない
ことにより対応が遅れたと考えられる事例あり 

○ 施設の整備は一定程度推進されているが、一部受入施設がなく、
一時保護が長期化している事例あり。また、施設の小規模化に関す
る国の目標が未達成等の状況あり 

○ 入所児童に占める被虐待児童の割合は年々増加しているが、それ
に対応した職員体制の整備が行われているとは言い難い。また、意
識調査でも施設担当者の 84.9％が業務上の負担が大きいと回答 

○ 専門里親の登録は増加しているが、平成 21 年度の里親等委託率
は 10.8％と国の目標（15.0％）を達成してない。また、里親委託等
の促進のための事業について、明確な効果は確認できず

Ⅱ 主な施策の効果の発現状況 

乳児家庭全戸訪問事業や養育支援
訪問事業は有効性が認められるが、
いまだ事業を実施していない市町村
がみられるなど効果の発現は十分で
あるとはいえず、以下の課題あり 
① 乳児家庭全戸訪問事業の実施率
及び訪問率の向上 

② 養育支援訪問事業の実施率の向
上 

早期発見に係る取組は進んでいる
状況がみられるが、速やかに通告さ
れていない事例等の問題がみられる
ことから、効果の発現はいまだ不十
分で、以下の課題あり 
① 保育所における速やかな通告の
徹底 

② 小・中学校における速やかな通
告の徹底、ＳＣの配置の充実及び
研修教材の活用の促進等 

③ 院内チームの実態の把握及び設
置の推進 

④ 児童虐待の防止等に寄与する有
効な広報・啓発活動の推進 

要員の確保等による体制整備は、
受持件数に大幅な減少がみられな
い等、総じて効果の発現の程度は低
く、以下の課題あり 
① 受持件数等に見合った要員の

確保 
② 児童福祉司及び市町村担当者

に対する研修の充実 
③ 必要な経験年数等を踏まえた

児童福祉司及び市町村担当者の
配置 

④ 児童相談所と市町村の役割分
担の一層の明確化 

要対協の組織作りは進んでいる
が、会議の開催が低調等効果の発現
は十分であるとはいえず、以下の課
題あり 
① 要対協未設置市町村における設
置促進 

② 実務者会議や個別ケース検討会
議の開催促進 

施設の整備等は進んでいるが、小規

模化や職員体制の整備、里親委託に関

して十分には進んでおらず、効果の発

現はいまだ不十分で、以下の課題あり 

① 地域の実情に応じた施設等の整

備及び小規模化の一層の推進 

② 施設における職員体制の一層の

整備 

③ 里親委託促進のための効果的な

施策の検討

○ 通告後２日以内に安全確認が実施されたのは児童相談所の
86.1％、市町村の 84.3％にとどまる 

○ 安全確認に３日以上要したものの中には、子どもの心身が重大な
危険にさらされていた事例あり 

○ 厚労省の調査でも、安全確認ができていないケースあり 
※ 厚労省は、平成 22年９月に都道府県等に対し、安全確認は 48時間以内を原則とす
る等安全確認を更に徹底するよう通知 

安全確認は十分といえず、効果の発
現はいまだ不十分で、以下の課題あり 
○ 安全確認の徹底 

 一時保護所の整備等は進んでいる

ものの、保護者に対する援助や児童

相談所と児童養護施設等との連携等

に関し問題がみられ、効果の発現は

いまだ不十分で、以下の課題あり 

① 地域の実情に応じた一時保護所

の定員増、混合処遇の改善の一層

の推進 

② アセスメントの適切な実施と保

護者指導の仕組みの見直し 

③ 児童相談所から施設に対する速

やかな援助指針の提供 

○ 実地調査ではＳＳＷ配置による効果の有無は把握できなかっ
たが、意識調査では小・中学校担当者の 65.5％がＳＳＷの配置
は有効であるとし、うち 83.7％は配置が不十分と回答 

ＳＳＷ配置の有効性について検
証の上、配置拡充のための措置を
検討することが必要 

児童虐待相談対応体制の整備 
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○ 育児の孤立化防止（厚労）＜市町村＞ 
・ 乳児家庭全戸訪問事業：乳児のいる全家庭を訪問
し、子育てに関する情報提供、母子の心身状況の把
握等を実施 

・ 養育支援訪問事業：乳児家庭全戸訪問事業等によ
り養育支援が必要と判断した家庭を訪問し、養育が
適切に行われるよう相談、指導等を実施 

※ 児童虐待を受けたと思われる児童を発見した者は児
童相談所又は市町村に速やかに通告[児童虐待防止法] 

① 保育所における早期発見に係る対応(厚労)＜市町村等＞
 ・ 児童虐待を受けたと思われる児童を発見した場合

は児童相談所等に速やかに通告するよう指導 
② 学校における早期発見に係る対応(文科)＜都道府県
教委等＞ 

 ・ 児童虐待を受けたと思われる児童を発見した場合
は児童相談所等に速やかに通告するよう指導 

速やかな通告等のために、児童生徒に対する相談
等を行うｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ等（以下「ＳＣ」という。）を配
置し、学校における被虐待児童への対応等を整理し
た文部科学省作成の研修教材を活用 

③ 医療機関における早期発見に係る対応（厚労）＜都道府県等＞
・ 児童虐待を受けたと思われる児童を発見した場合
は児童相談所等に速やかに通告されるよう体制を整
え、医療機関と連携 

④ 早期発見のための広報・啓発＜国・都道府県等＞ 
・ 児童虐待防止推進月間（11月）の推進（内閣・厚労）
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① 児童相談所及び市町村における要員の確保等（厚
労）＜都道府県等＞ 

・ 平成 17 年度からⅰ）児童福祉司の配置基準は、人
口５～８万人当たり一人に改正、ⅱ）市町村は児童虐
待相談対応を開始し、人材の確保等の必要な措置を講
じ、都道府県等は担当者の研修など市町村への支援を
実施 

・ 児童相談所は、ⅰ）市町村に対する技術的援助や助
言、ⅱ）専門的な支援が必要なケースに対応、市町村
は比較的軽微なケースに対応することで、役割を分担

安全確認の実施（厚労）＜都道府県等＞ 
・ 児童相談所は 48 時間以内に実施することが望ましい
・ 市町村は状況に応じ速やかに実施 

児童及び保護者への援助等 
① 一時保護所の環境改善等(厚労)＜都道府県等＞ 

・ 児童の安全を確保し今後の処遇を決めるまでの間、
児童相談所付設の一時保護所において保護を実施
（原則２か月） 

② 保護者に対する援助(厚労)＜都道府県等＞ 
・ 児童相談所及び市町村は保護者に対するｱｾｽﾒﾝﾄ（調
査）等を踏まえ援助指針（援助方針）を決定。児童相
談所は援助指針に基づき保護者のニーズに応じた援
助、法に基づく指導（行政処分）、勧告等を実施 

③ 児童相談所と児童養護施設等との連携 
・ 児童養護施設等に入所した児童に対する支援に際
し、児童相談所と施設とは十分連携を図ることとさ
れ、児童相談所は援助指針の提供等を実施 

社会的養護体制の整備（厚労）＜都道府県等＞ 
① 児童養護施設等の施設の整備等 

・ 児童を保護する必要があると認める場合、都道府
県等は、乳児院又は児童養護施設への入所措置（軽
度の情緒障害を有する児童については情緒障害児短
期治療施設（情短））、里親への委託措置等を実施 

・ 国は、施設の整備・小規模化、個別対応職員の配
置等を推進 

② 里親の普及及び里親委託の促進 
・ 都道府県等は里親登録及び里親への委託等を行っ
ており、国はこれを推進するために里親支援機関事
業を実施 

要保護児童対策地域協議会の設置・運営（厚労）＜市町村等＞
・ 関係機関での情報共有や役割分担の明確化等のため
要保護児童対策地域協議会（要対協）を設置 

・ 要対協の個別ケース検討会議は個別にケースに関す
る情報の共有化や役割分担の決定等、実務者会議はケ
ースの進行管理等を目的に開催 

② 小・中学校へのｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰの配置（文科）＜都道府県等＞
・ ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ（以下「ＳＳＷ」という。）は、いじ

めや児童虐待等の課題に対し、児童生徒の置かれた
様々な環境に働きかけて支援を実施 

○ 95.0％の児童相談所において適時に一時保護を実施。一部に一時

保護所に余裕がなく一時保護できなかった事例あり。また、一時保

護所における、被虐待児童と非行児童等との混合処遇の改善も図ら

れつつあるが、意識調査では、一時保護所について児童福祉司の

56.5％が混合処遇の改善が必要と回答 

○ 抽出した児童虐待対応事例における改善の割合は児童相談所

70.9％、市町村 44.0％で、悪化の割合はそれぞれ 1.4％、3.8％。

さらに、再発の割合は児童相談所で 6.1％、市町村で 3.4％。悪化・

再発事例の中には、児童相談所や市町村のアセスメントが不十分で

あることや、保護者指導の仕組みが有効に機能していないことに起

因しているものあり 

○ 児童相談所の中には、施設に援助指針を提供していない又は遅い

ものがあり、意識調査でも、施設担当者の 66.4％が入所児童や保護

者への児童相談所の対応が不十分と回答 

資料１－１ 


